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平成 21 年 5 月 15 日 
各位 

会 社 名 株式会社アイディーユー 
代 表 者 名 代表取締役社長 池添 吉則 

（コード番号：8922 東証マザーズ） 
問 合 せ 先 取締役管理本部長 前田 真昭 
電 話 番 号 （06）6452－7771（代表） 

 
 

当社普通株式及び新株予約権発行に係る発行登録に関するお知らせ 
 
当社は、本日開催の取締役会において、普通株式発行に係る発行登録及び新株予約権発

行に係る発行登録を行うことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

【本発行登録の背景】 
昨今のサブプライムローン問題の長期化に起因する金融市場の信用収縮及び金融機関

の不動産向け融資の厳格化などにより、不動産会社の経営破たんが相次ぐなど、当社グ

ループを取り巻く事業環境は厳しい状況が続いております。当社グループでは、第 10 期

連結会計年度（平成 20 年９月１日から平成 21 年３月 31 日）において、財務基盤の健全

化と強化に向けて事業の選択と集中及び保有不動産の売却を進めるとともに、販売管理

費の削減を推進いたしました。 
しかしながら、本日付で公表された決算短信にてお知らせしましたとおり、当社グル

ープは、第 10 期連結会計年度において、 1,865 百万円の連結営業損失、2,234 百万円の

連結経常損失、3,452 百万円の連結当期純損失を計上しており、同期に係る連結財務諸表

及び（個別）財務諸表においては、継続企業の前提に関する注記が付されております。 
当社は、かかる状況を解消すべく、平成 21 年３月６日付プレスリリース「株式会社ア

イディーユー『リバイバルプラン』」にてお知らせしましたとおり、新マザーズオークシ

ョンの開設による収益改善、ソリューションテクノロジーの ASP（完全パッケージとし

て、Ｗｅｂ上からサービスを提供することをいいます。）・Saas（相手先のポータルサイ

ト等に合わせ、カスタマイズしてサービスを提供することをいいます。）化等による販路

の拡大と収益の最大化及びコスト体質の改善等による収益改善に取り組んでおりますが、

当社グループを取り巻く厳しい事業環境の下で、当該収益改善計画を推進するためには、

当社の自己資本を充実させ、財務基盤の健全化と強化を図ることが喫緊の経営課題であ

ると考えております。 
今回の発行登録は、今後、普通株式及び新株予約権の募集手続きを機動的に行うこと

を目的としたものです。当社は、今回の発行登録により、今後、事業会社、金融投資家
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や取引先など幅広い候補先の中から、今後の当社の事業展開を理解し、また、事業発展

をともに行える候補先に対する第三者割当の方法による普通株式又は新株予約権の発行

を行うことを検討してまいります。 
また、普通株式に係る発行登録と同時に新株予約権に係る発行登録を行う理由は、当

社普通株式のみを発行した場合と比べて当社普通株式の希薄化への影響を一定程度軽減

しつつ、当社の多様な資金需要に柔軟に対応するために一定の手当てを講じることがで

きると判断したためであります。 
当社は、かかる第三者割当による普通株式及び新株予約権の発行により、割当先との

関係の強化を図ると同時に、当社の自己資本の充実と財務基盤の強化を図り、厳しい事

業環境の下でも経営改革を推し進めることができると考えており、第三者割当による普

通株式及び新株予約権の発行は、当社の中長期的な企業価値の向上を図り、既存株主の

皆様の利益に資するものと考えております。 
 

記 
Ⅰ．新株式発行に係る発行登録 
 
1． 募集有価証券の種類 当社普通株式 

2． 発 行 予 定 期 間 発行登録の効力発生予定日から 1 年を経過する日まで 
（平成 21 年 5 月 23 日～平成 22 年 5 月 22 日） 

3． 発 行 予 定 額 1,000,000,000 円を上限とします。 

4． 募 集 方 法 第三者割当（予定） 

5． 調 達 資 金 の 使 途 システム開発資金及び人件費などの販売管理費に充当 
（予定） 

6． 発 行 条 件 未定 

 
Ⅱ．新株予約権証券発行に係る発行登録 
 
1． 募集有価証券の種類 当社新株予約権証券 

2． 発 行 予 定 期 間 発行登録の効力発生予定日から 1 年を経過する日まで 
（平成 21 年 5 月 23 日～平成 22 年 5 月 22 日） 
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3． 発 行 予 定 額 3,000,000,000 円を上限とします。 
※ 新株予約権証券の発行価額の総額は未定であるので、

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使

に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額を

記載しております。 
4． 募 集 方 法 第三者割当（予定） 

5． 調 達 資 金 の 使 途 システム開発資金及び人件費などの販売管理費に充当 
（予定） 

6． 発 行 条 件 未定 

 

※ 上記「Ⅰ．新株式発行に係る発行登録」について、具体的な割当予定先、発行株式数、

発行価額の総額、払込期日等は、上記発行登録書提出日現在未定です。また、上記「Ⅱ．

新株予約権証券発行に係る発行登録」についても、具体的な割当予定先、新株予約権の

内容（新株予約権行使時の払込金額、行使期間等）、発行数、発行価額の総額及び割当

日等は、上記発行登録書提出日現在未定です。これらの事項については、決定次第適時

公表いたします。 

※ なお、当社が、国際航業ホールディングス株式会社（以下「国際航業 HD」といいます。）

との間で平成 20 年 10 月 15 日付で締結した業務資本提携に関する基本合意（平成 20
年 11 月 14 日付及び平成 21 年４月 23 日付で一部変更されたもの）において、国際航

業HDは1億円を目処として当社に資金を提供する意向を有している旨が確認されてお

り、当社及び国際航業 HD は、当該基本合意の有効期間内（平成 21 年１月 15 日から

平成 21 年７月 31 日まで）に、かかる資金提供を実行すべく誠実に努力する旨が合意さ

れております。 
 
以上 

 


